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表 1 個別調査建物概要 
博文館印刷工場 精美堂印刷工場

構造種別 鉄筋コンクリート造 鉄筋コンクリート造
位置 東京市小石川区久堅町 東京市小石川区久堅町
地質 泥土 ローム層と泥土層とに跨る

周囲の
状況

前面構内道路、背面小川、左側面
構内木造工場、右側面木造隣家

左側面は構内道路、他は隣家に接
す

竣工 大正11年10月 大正11年10月
用途 印刷工場 印刷工場
建坪 288 292
階数 3 3

軒高（尺） 38 40

基礎
鉄筋コンクリート、杭打地形
杭松丸太長2間半末口6寸　安全耐
重量4トン

鉄筋コンクリート、杭打地形
杭　松丸太長2間半末口6寸　安全
耐重量3トン半

外壁 柱胴差鉄筋コンクリート造 柱胴差鉄筋コンクリート造

帳壁 煉瓦 鉄筋コンクリート造

間壁
内部柱鉄筋コンクリート造
帳壁 木造

内部柱鉄筋コンクリート造
帳壁 鉄筋コンクリート造及び木造
但し三階は石綿板壁

床 鉄筋コンクリート造 鉄筋コンクリート造

屋根 陸屋根鉄筋コンクリート造
陸屋根鉄筋コンクリート造
但し一部は木造小屋網入硝子嵌込
亜鉛引鉄板瓦棒葺

鉄筋 カーンバー及びリブバー　計算トラスコン 丸棒(梁、床板) リブバー(柱) 計算
コンク
リート

一、二、四 一、二、四

資料名 清水組 震災予防調査会、土木学会

概況
地震と同時に全建物崩潰して30余名
の死者を出す

震災第一震により全部崩潰

基礎 不明

備考・
その他

地震当時は予定荷重以上の活字を二
階に貯蔵せるため災害を惹き起したり
と云う説あり

原因として以下のことなどが考えられる
①内部に間仕切がないこと
②床版に複筋と考えられる部分が少なく、
主筋のみであるために床版一体となり、横
力に対して水平に置かれた大きい梁が作
用する以前に主筋の方向に平行する亀裂
ができたこと
③柱の上部で梁との連結が悪く、切断され
やすい構造であるのみならず、横力による
曲能率に抵抗するのに不利益な構造で
あったこと

資料名 清水組 震災予防調査会、土木学会
概況 内部構造体の一部に罅裂を生ず
基礎 不明
外壁 被害を認めず

間壁

内部柱二階梁取付箇所の上下にて罅
裂を生ぜるものあり
帳壁　木造帳壁上端鉄筋コンクリート
床との接続部に罅裂を生ず

内部木造間仕切に軽微な亀裂
1階中柱の梁との接合部付近に亀裂、1階
南側及び北側の側柱はその途中に軽微な
亀裂

床
前記罅裂を生ぜる柱に取り付けたる
二階梁取付箇所付近に罅裂を生ず

屋根 被害を認めず
天井 同
階段 同

造作類 同
防火扉類 同
昇降機

備考・
その他

本建物は沖積層と洪積層とに跨りて
建てられたれば複雑なる震動をうけた
るものの如し

被害が軽微なのは、主として建物の3階の
大部分が木造であること、幾分か壁体部分
が多いことによるものと考えられる

博文館印刷工場

精美堂印刷工場

○
震
災
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依
る
被
害

○
震
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表 2 個別建物被害状況 

被害状況 被害原因

・柱と梁、梁と床の接続が強固ではない
・柱、梁の曲げによる亀裂が顕著である
・小梁、大梁の鉄筋が側梁からの抜け出し
・床版の鉄筋不足、平面剛性の不足
・内部空間に耐震性能を有する壁がほとんど
ない

・横力によるモーメントの増加を見込んでいな
い
・コンクリート断面、鉄筋量が不足

・鉄筋継手の継手長不足
・鉄筋結合部分の強度不足
・梁、柱の鉄筋端末の形状加工が充分でない
・鉄筋定着長さの不足
・スターラップ、フープの不足
・帳壁の有無、帳壁の種類

表 3 被害とその要因

1923 年関東地震における建物被害評価に関する研究 
その 2 調査資料および常時微動測定結果による鉄筋コンクリート造被害分析 
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1. はじめに 
本論では、1923 年関東地震における鉄筋コンクリート

造建物被害について、建物の耐震性能を詳細に評価する

ために、調査資料 6)7)の中で被害が顕著であった個別建物

の評価・考察を行う。また、建物被害と地盤の震動性状

との関係を考察するため旧東京市区域で実施した常時微

動測定結果についても報告する。 
2. 個別建物の被害評価 
個別建物を評価する上で、同一建物において調査者が

異なるものを選定し、調査結果を比較・考察した。本論

で対象とした建物は、同構造、同規模、同用途、同時期

の竣工であり、近接した地域に建設された博文館印刷工

場と精美堂印刷工場とした（表１）。 
博文館印刷工場は地震発生直後に建物全体が崩壊して

いる。そのため被害後の詳細調査はほとんどなされず、

文献 2 には、構造的な被害要因の記述はない。一方で、

文献 3 には、崩壊箇所の中にあった鉄筋継手などの状態

などが記録されている（表 2）。博文館印刷工場の主な被

害状況を表 3 に整理した。被害の原因として示される項

目としては、鉄筋に関わるものが多い。一方、精美堂印

刷工場では内部に一部の亀裂などがあるだけで、大きな

被害は認められていない。ほとんどが同条件の中で、帳

壁構造、鉄筋の構成、地盤条件、構造設計方法が異なっ

ている。本論では、これらの中で、

特に被害原因として様々な側面か

らあげられている鉄筋に着目して

取り上げる。 
鉄筋の構成については、博文館

印刷工場では「カーンバー及びリ

ブバー、計算トラスコン」であり、

精美堂印刷工場では「丸棒(梁、

床板)、リブバー(柱)、計算設計

部」とある。当時多くの建物では、

梁はカーンバー、柱はリブバー、

床はリップメタルが用いられてい

た。これらの耐震設計方法につい

ては、製作された米国において

も提示されていなかった 8)。ま

た、梁、柱の接合部の定着長さ

は、現在のものに比較し非常に短い。そのため部材断面

の性能が発揮される前に、接合部での鉄筋の引抜きや、

コンクリート破損が進展し、その部分が端緒となって全

体崩壊が生じたと類推される。 
文献２にはカーンバー使用時の注意点が、「・・然れど

もカーンバーを使用して設計するものにありては特に当

設計の内規により梁には丸棒またはリップバーの曲上筋

を増し、繋梁（スターラップ）を入れ、中央部にても上

筋を入れ、両端にありても上筋下筋とも相当数を入れ其

の端末は充分延長して・・」と記されている。さらに、

鉄筋の種類による被害棟数の調査がなされているが、清

水組設計によるものは、カーンバーを利用したものと丸

鋼を利用した建物では、被害の有無にその差は明確では

ないとしている。市街地建築物法に震度法が導入された

大正 13 年以降の建物については耐震性の評価法が提案さ

れているものの 9)、この時期の建物の耐震性評価に関し

ては、適当な方法はない。そこで、今後、個別建物、特

に鉄筋の種類、配筋量、定着長等に着目し定量的な評価

方法の検討を進める予定である。 
3. 常時微動測定による被害評価 

地盤の震動特性と建物被害との関係を検討するため、

旧東京市街地域をカバーする形で、53 地点で常時微動計

測を行なった。各計測地点の位置とそれぞれの H/V スペ

クトルを図 1 に示す。地盤特性を検討する上
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図１ 常時微動測定と H/V スペクトル形状 

で、微動計測地点近傍のボーリングデータ（東京都土木

技術研究所、東京ソイルリサーチ（株））から、表層地盤

の平均 N 値、表層地盤厚さ（N 値 50 までの深さ）を算定

した。また、東京市街地について東京都土木研究所によ

り整理されている沖積層層厚を基に、山手台地、山手の

中で低地、丸の内周辺、銀座・日本橋・浅草・下町低地、

隅田川以東および周辺の 5 地域に区分した。 

地域区分と H/V スペクトルのピークから求めた表層の

卓越振動数との関係を図 2 に示す。山手台地から丸の内

周辺地域にかけて振動数は低下し、銀座、日本橋、浅草

にかけて表層地盤の平均 N 値が大きい地域で少し高くな

り、銀座・日本橋地域では山手低地と同等の１.5Hz とな

っている。さらに、隅田川以東地域でもっとも低くなる。

木造被害から評価された震度分布は、概ね地域区分と対

比できる。震度 6 弱以上の地域は今回分類した山手低地、

丸の内周辺地域、隅田川以東・隅田川周辺地域にあたる。

また、震度 5 以下の地域は、概ね、山手、銀座・日本

橋・浅草地域にあたる。 
地域別の被害棟数を図 3 に、建物被害率を図 4 に示す。 

隅田川以東で 1,2 階に数棟被害がある他は大きな被

害はなく、震度のわりに顕著な被害が認められない。

これは、その 1 でも指摘したように、建物の固有周

期と地盤の卓越周期との違いや動的相互作用効果に

よるものと推察される。この地域では木造建物の固

有周期に近い振動数を持つ揺れが卓越したため、こ

のような結果になったと思われる。 

一方、山手地区に分類した中で、比較的低層の建物に

ついては被害が比較的少ないが、3 階以上の建物につい

てみると、山手低地、丸の内周辺に被害が比較的多く見

られる。この地域はもともと建物数が多い地域でもある

ので、被害率でみると丸の内周辺と銀座・日本橋・浅草

地域とに差はほとんどない。 
4. まとめ 

1923 年 関東地震における鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造建物被害につ

いて、調査資料による個別建物に着目し評価考察を行っ

た。また、常時微動測定から得られた地盤卓越周期等と

建物被害との関係を考察した。今後は、1923 年関東地震

以前の鉄筋コンクリート造建物の個別建物の耐震性能に

ついて定量的な検討を進める予定である。 
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図 4 地域毎の階数別被害率 

図 3 地域毎の階数別被害棟数 

図 2 地域別の計測振動数分布 

 H/V スペクトル横軸は振動数、0～10Hz  

背景は標高図 
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